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令和 ７ 年 度 事業 報 告  

自 令和７年４月 １日 

至 令和８年３月３１日 

 

公益社団法人日本バス協会 

（概況） 

我が国経済は、米国の通商政策の影響が残るものの緩やかに回復して来たが、中東

情勢の緊迫化による不安定リスクを抱えている。 

バス事業は依然として、深刻な人手不足の状況にあり、その影響は路線バスの便数

削減や路線廃止にまで及び、貸切バスについても修学旅行の円滑な実施の妨げとなる

状況が生じている。このため、各バス事業者は賃上げなどに努め、人材確保に取り組

んでいる。 

令和 7 年度はバス事業をめぐる自動車関係諸税について、歴史的な転換の年となっ

た。日本バス協会が長年要望していた軽油引取税暫定税率については、ガソリン税暫

定税率とともに廃止されたが、あわせて、運輸事業振興助成交付金についても 5 年間

継続することが認められた。これらは、清水会長の強いリーダーシップの下、各都道

府県バス協会が関係国会議員を巻き込んで、強力に実現に取り組んだ成果である。ま

た、同時に行われた車体課税の見直しの中で、自動車税環境性能割についても廃止さ

れた。 

一方、高値で推移していた軽油については、国の補助金により価格の抑制が図られ

てきたが、中東情勢悪化により、価格高騰と安定的供給に懸念が生じることとなった。

国においては、いち早く補助金による燃料高騰対策や備蓄原油の放出、流通の目詰ま

り解消などに取り組んでいるが、依然として、中東情勢から目が離せない状況が続い

ている。 

このような状況に対し、日本バス協会は予算要望、政策要望を取りまとめ、11 月の

バス危機突破総決起大会の開催をはじめ、機会あるごとに要請活動を行い、自動運転

バス、EV バス、完全キャッシュレスバス、人材確保などの予算確保のほか、外国人バ

ス運転士日本語要件緩和などの実現が図られた。 

また、本年は軽井沢スキーバス事故から 10 年という節目であり、バス事業にとっ

て最重要課題である安全確保について、再認識するとともに、会員各社とともに業界

一丸となって取り組んだ。 

具体的な事業についての報告は以下のとおりである。 

  



2 

 

１．政府与野党に対する要望活動 

 

(1) 「バス危機突破 総決起大会」の開催 

令和 7 年 11 月 11 日、自由民主党本部 8 階ホールにおいて「バス危機突破総決

起大会」を開催した。バス事業は、深刻な運転士不足や燃料高に直面し、危機的

な状況にあることから、人材確保や路線の維持、自動運転など各種対策への支援

を強く求めた。当日は、全国からバス業界約 300 名が集結するとともに、バス議

員連盟を中心に 60 名の自民党国会議員の先生方や、国土交通省幹部の出席を得

た。 

清水会長は挨拶で、「バスは人手不足で危機にある。運転士がいなければ路線

は成り立たない。国家としてこの危機突破をお願いしたい」とし、【軽油の暫定

税率廃止と交付金維持】、【自動運転バス支援強化、予算倍増】、【運転士確保予算

大幅増額、運転士の労働時間規制の緩和】、【EV バス減税措置の拡充、5 年間に】、

【外国人バス運転士、N4 を早期実現】の 5 項目を掲げ、その実現とそのための支

援を訴えた。 

続いて、内閣総理大臣高市早苗先生からの「高市内閣では、地方が持つ伸び代

を活かし、そこに暮らす住民の皆様の暮らしと安全を守り、若者や女性を含めて、

地方に住み続けられるようにします。そのためには、地方の社会経済の基盤であ

るバスを代表とする地域公共交通が、持続可能であることが極めて重要です。政

府としても、自動運転の拡大を含め、制度、予算等あらゆる政策ツールを総動員

して取り組んでまいります。また、先週、与野党 6 党で、軽油引取税の暫定税率

の来年 4 月での廃止について合意しました。」との祝辞を読み上げ、次に、バス

議員連盟の逢沢一郎会長からは、「バス事業を通じて国民の移動の自由・利便を

支えるエッセンシャルワーカーとしての自覚を持ち、懸命にご努力いただいてい

ることに敬意を表し、皆様の事業の安定と持続可能な体制づくりに全力で取り組

んでまいりたい。」とのご挨拶をいただいた。 

御来賓の先生方からは、まず自由民主党の鈴木俊一幹事長から、「地方の活力

を支える最重要の担い手が、地域の足元を支えるバス事業者の皆様である。本日

の 5 つの決議は、厳しい経営環境の中で地域のために尽くされている皆様の切実

な声と受け止めている。その声をしっかり胸に刻み、安心して事業に取り組める

環境を整えてまいりたい。」とのご挨拶をいただき、また、酒井庸行国土交通副

大臣からは、「運転者不足による減便・廃止や観光需要への供給不足が全国で顕

在化しており、国土交通省として強い危機感を持っている。賃上げに資する運賃

算定手法の見直しや定期的改定を進めるとともに、自動運転・EV バス導入、二種

免許取得支援、外国人材確保にも取り組む。また、軽油暫定税率廃止の早期実現

と交付金制度の維持にも尽力し、バス事業者の経営をしっかり支えてまいりた

い。」との挨拶をいただいた。 

続いて、出席された国会議員の先生方お一人お一人から力強い応援のお言葉を

いただき、要望事項 5 項目の大会決議がバス議員連盟の堀内詔子事務局長から提

案され、満場一致で採択された。 
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最後に清水会長の発声によるガンバローコールで総決起大会を終了した。 

 

(2) 自由民主党バス議員連盟に対する要望活動 

令和 7 年 5 月 22 日、自由民主党バス議員連盟総会が開催され、清水会長、古川

環境対策委員長・外国人運転者受入推進部会長、西村貸切副委員長、塚田交付金

運用特別副委員長、野村理事、石指理事長が出席した。 

はじめにバス議連の逢沢会長の挨拶の後、清水会長が挨拶と情勢説明を行い、 

・外国人運転者の日本語要件を N3 から N4 へ緩和し、制度の早急な実現 

・自動運転レベル 4 の全国展開に向け、メリハリのある予算措置 

・EV バスの税制優遇は減価償却期間 5 年間に合わせた制度 

・原油下落で輸入コストが下がっても燃料価格が下がらないため、元売りへの対

策などについて強く訴えた。 

出席された先生方からは、 

・外国人運転者について、安全確保のため当初はサポーター同乗などの条件付き

で N4 にすべき。将来的には単独乗務・制度見直しも検討を。 

・自動運転は、地方の乗合バスを中心に、早期実現と全国展開が重要である。 

・EV バスの税制優遇、導入支援を進める。国産車優遇も重視すべき。 

などの発言があり、最後に、バス議連による決議文が読み上げられ、会長一任の

うえ、決議された。 

 

令和 7 年 9 月 10 日、自由民主党バス議員連盟総会が開催され、清水会長、古川

交付金運用特別委員長・外国人運転者受入推進部会長、宮坂高速バス委員長、塚

田税制対策委員長、石指理事長が出席した。 

はじめにバス議連の逢沢会長の挨拶の後、清水会長が挨拶と情勢説明を行い、 

・外国人運転者の日本語要件 N3 は非現実的。N4 へ緩和と入国手続きの迅速化を。 

・人手不足の切り札として、自動運転レベル 4 を国家プロジェクトにし、本格普

及を目指す。補正予算で予算増額を。 

・EV バスの自動車税・重量税の減免措置について、減価償却期間に合わせ 5 年間

に延長を。 

・ガソリンより軽油が高くなるようなことはあってはならない。 

などについて強く訴えた。 

出席された先生方からは、 

・外国人運転者の日本語要件として N4 への緩和や入国手続き迅速化の実現のため、

現場実情と多言語対応を踏まえしっかり行うべき。 

・自動運転は、世界からの周回遅れを取り戻すべく、予算拡充による強力な支援

を。実装目標の明確化や、同時多数運行等の規制改革も進めてほしい。 

・公共交通を担う EV バスは、個人向け高級 EV とは区別し、減免措置の延長をす

べき。 

・ガソリンだけを優遇するのは不公平であり、軽油も含めたエネルギー全体の税

制の見直しを進めるべき。 
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などの発言があり、最後に、自民党バス議連逢沢会長より、ドライバー不足に

よる交通空白地域の拡大を防ぐため、外国人材の活用と自動運転の早期実現を目

標に、政治・行政が一体となって取り組んでいく必要があるとの力強い言葉があ

った。 

 

令和 8 年 3 月 19 日、自由民主党バス議員連盟総会が開催され、清水会長、古川

交付金運用特別委員長・外国人運転者受入推進部会長、宮本貸切委員長、野村環

境対策委員長、塚田税制対策委員長、石指理事長が出席した。 

はじめにバス議連の逢沢会長の挨拶の後、清水会長が挨拶と情勢説明を行い、 

・中東情勢の悪化を受けて燃料価格の高騰への対策に加え、現場で軽油が滞りな

く届くことが重要 

・暫定税率廃止後も、運輸事業振興助成交付金を 5 年間しっかり維持してほしい 

・運転士対策として、賃上げに必要な予算確保を含む実効的な対策を求めたい 

・人手不足への対応や将来の地域交通維持のため、自動運転バスを本格化させたい 

・EV バスの導入は進めていきたいが、現状の国産 EV バスは性能面の課題が多く、

国産 EV バスの開発支援と導入支援をお願いしたい 

・外国人運転士の日本語要件 N3 から N4 への緩和は大きな前進であり、受入後の

定着支援や特定技能 2 号への移行等、引き続き制度面の後押しをお願いしたい 

出席された先生方からは、 

・燃料の安定供給と現場への迅速な情報発信を徹底し、運行停止を起こしてはな

らない 

・自動運転は重点地域で実装を急ぎ、十分な予算確保と制度整備を進めるべき 

・EV バス導入を進めるため、国産車の開発支援と導入予算の拡充が必要。 

・交付金は一般財源化させず、地域交通維持のため確実に活用されるべき 

などの発言があり、最後に、自民党バス議連逢沢会長より、本日の要望・意見を

踏まえてバス議連として取り組んでいく旨の挨拶があった。 

 

(3) 公明党バス振興議員懇談会に対する要望活動 

令和 7 年 6 月 12 日、公明党バス振興議員懇談会が開催され、清水会長、宮坂高

速バス委員長、野村理事、石指理事長が出席した。 

はじめにバス振興議員懇談会の岡本会長の挨拶の後、清水会長が挨拶と情勢説

明を行い、 

・運転者の賃上げ原資を確保するため、運賃の継続的な改定が不可欠 

・外国人運転者の日本語要件 N3 は難しすぎるため、N4 への緩和とサポーター

制度の早急な実現 

・自動運転レベル 4 の本格運行を国家プロジェクトとし、秋の補正予算等で 100

億円を超える予算増額 

・EV バスに関する自動車税等について、バスの減価償却期間に合わせた減免措

置の実現 

・原油価格が下落しても軽油価格が下がらず、元売りの価格設定の是正 
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などについて強く訴えた。 

出席された先生方からは、 

・外国人運転者の日本語要件 N3 は非現実的であり、業務に即した新試験創設や、

N4 相当の別試験の活用を検討すべき。 

・自動運転は人手不足の切り札として期待している。高額な初期費用に対し、

補正予算等で強力な財政支援をすべき。 

・EV バスの税制、減価償却期間に合わせた減免など、具体的な提案が重要であ

る。 

など、懇談会として各種施策への取組みを支援していくとの発言があった。 

 

令和 7 年 9 月 11 日、公明党バス振興議員懇談会が開催され、清水会長、宮坂高

速バス委員長、塚田税制対策委員長、石指理事長が出席した。 

はじめにバス振興議員懇談会の岡本会長の挨拶の後、清水会長が挨拶と情勢説

明を行い、 

・運転者の賃上げ原資を確保するため、継続的な運賃改定の実施が不可欠。 

・外国人運転者の日本語要件を N4 へ緩和し、長すぎる入国審査期間も短縮が必

須。 

・人手不足の切り札として自動運転を国家プロジェクトとし、補正予算で予算

増額を。 

・EV バスの自動車税・重量税の減免措置を、減価償却期間に合わせて 5 年間に

延長を。 

・ガソリンより軽油が高くなるようなことはあってはならない。 

などについて強く訴えた。 

出席された先生方からは、 

・外国人運転者 N4 への緩和を行う必要がある。トラックが N4 で問題ない以上、

バスで N3 が必要な理由を精査するべき。 

・自動運転は実証から社会実装へ移行を急ぐべき。そのためには補正予算等の

強力な財政支援が不可欠である。 

・燃料価格に関して、野党案はガソリンのみで軽油が含まれていない。与党と

して両方をセットで扱う方針を示したい。 

などの発言があり、懇談会として各種施策の推進に全力を挙げて取り組むとの

発言があった。 

 

(4) 「燃料価格高騰等経営危機突破総決起大会」の開催 

日本バス協会は、公益社団法人全日本トラック協会、一般社団法人全国ハイヤ

ー・タクシー連合会とともに、令和 8 年 3 月 27 日(金)、自由民主党本部 8 階ホ

ールにおいて「燃料価格高騰等経営危機突破総決起大会」を開催し、急激な燃料

価格の高騰や軽油の不当な販売停止・数量制限により国民生活のための輸送サー

ビスの維持が困難な状況となることから、経営危機をすみやかに打開するため、

軽油をはじめとする燃料の安定的な確保と価格高騰への緊急対策等を強く訴え
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た。 

当日は、全国からバス、トラック、ハイヤー・タクシー業界関係者約 320 名が

集結するとともに、逢沢一郎自由民主党バス議員連盟会長、加藤勝信自由民主党

トラック輸送振興議員連盟会長、松島みどり自由民主党タクシー・ハイヤー議員

連盟会長をはじめ多数の自由民主党国会議員及び国土交通省幹部や、労働組合関

係者の来賓の参加を得て、「軽油を安定的に確保できる環境の整備」などの決議

を採択した。 

最後に日本バス協会瀧副会長がガンバローコールを行った。 

また、総決起大会終了後、瀧日本バス協会副会長のほか、全日本トラック協会

代表者及び全国ハイヤー・タクシー連合会代表者が金子国土交通大臣を訪問し、

決議文を手交し、その内容の実現を要望した。 

 

(5) 与野党への要請活動について 

バス事業の大変厳しい状況が依然として続いていることを踏まえて、清水会長、

関係委員長等が与野党に対する要請活動を行った。  

前述の自民党バス議員連盟総会：9 月 10 日、公明党バス振興議員懇談会：9 月 11

日のほか、自民党予算・税制等に関する政策懇談会：11 月 12 日、立憲民主党税制

改正団体ヒアリング：11 月 12 日、国民民主党税制対策委員会：11 月 17 日、立憲

民主党バス政策議員連盟総会：12 月 1 日 

主な要望内容は、以下のとおり。 

予算関係  

①自動運転バス支援の大幅拡充 

②EV バス等関連予算の確保・拡充 

③運転士確保対策 

④完全キャッシュレスバス推進のための支援 

税制関係  

①軽油の暫定税率廃止及び運輸事業振興助成交付金の継続  

②EV バス普及のための減税・免税措置の拡充 

③バス事業に係る特例措置の継続 

政策関係  

①外国人バス運転士の N4 早期実現 

②運転士の労働時間規制の緩和 

 

 

２．バス運転士の確保対策と働き方改革の実現について 

 

(1) バス運転士の確保対策 

バス運転士の不足問題は依然として解消されず、バス路線の減便や廃止の報道

が後を絶たない状況である。日本バス協会では、国及び自由民主党バス議員連盟

に対し、バス運転士の採用や育成に係る国による支援の充実、外国人バス運転士



7 

 

の受入れを可能とする自動車運送業（バス・タクシ―・トラック）の特定技能制

度への追加などを要望し、その実現に尽力してきた。 

その結果、国土交通省の令和 7 年度補正予算において、人手不足対策支援とし

て、女性用控え室の整備経費等に対する新たな補助制度（予算額：5,566 百万円）

が創設された。また、自動車運送業が追加された特定技能制度については、令和

7 年度に同制度を活用した第 1 号外国人バス運転士が誕生した。なお、外国人バ

ス運転士が運行に従事する際には、同人の在留資格の切り替え申請にあたり、日

本バス協会が交付する新任運転者研修修了証書を出入国在留管理庁へ提出する

必要があるが、令和 7 年度では、36 人の交付申請があり、うち 21 人が特定技能

1 号に切り替わっている。 

 

(2) 外国人バス運転士の受入れ促進 

日本バス協会では、外国人バス運転士の受入れ促進を図るべく、令和 5 年 9 月

に「外国人運転者受入推進部会」を設置し、最新の動向や登録支援機関の情報共

有を行うなど活発に活動している。令和 7 年度は、自動車運送業が特定技能制度

に追加されたものの、外国人バス運転士の受入れが遅々として進まない要因であ

る日本語能力要件の緩和要望（「N3」⇒「N4」）に係る国の検討状況などについて

情報共有を行うとともに、定期的に意見交換を行った。（同部会を計 4 回開催） 

その後、同要望については、令和 8 年 1 月 23 日、一定条件の下、乗合バス運

転士の日本語能力要件が緩和される閣議決定がなされ、関係する告示の改正を経

て、令和 8 年 4 月 10 日より制度運用がスタートした。 

今後は、外国人バス運転士の受入れがさらに促進されるよう、在留資格の期限

が無い「特定技能 2 号」の早期実現、日本語能力試験の回数増及び範囲拡大（複

数試験の採用）について、引き続き関係各所に対して要望していく。 

 

 

３．乗合バスについて 

 

(1) 完全キャッシュレスバスの推進 

① 完全キャッシュレスバスの実証運行 

国土交通省は、完全キャッシュレスバスの実現に向けた利用者の理解醸成を

図り、課題や効果を検証することを目的に、昨年度に引き続き、6 月末に 1 次

公募、10 月末に 2 次公募を実施し、28 事業者 44 路線が選定された。本格運行

を実施している事業者もあり、日本バス協会としても、将来的な本格運行の拡

大に向け、利用者への情報発信等において国土交通省と連携を図る。 

② 完全キャッシュレスバス推進協議会 

国土交通省は、バス事業者の経営改善・運転士の負担軽減に大きな効果のあ

る「完全キャッシュレスバス」に関する取組みの加速化・検討の深度化に向け

て、バス事業者と協力体制を構築し、推進するため、「完全キャッシュレスバ

ス推進協議会」を設立した。1 月 21 日に第一回の協議会が開催され、協議会に
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参画する事業者からキャッシュレス化への取組状況についての報告がされ、エ

リアが抱えるキャッシュレス化への課題が共有された。 

日本バス協会としても、引き続き、事業者への情報共有を図り、今後の国土

交通省における完全キャッシュレスバスの普及・促進に向けたアクションプラ

ンの作成について議論を行っていく。 

 

(2) 自動運転の実現に向けた検討会等への参画 

令和 7 年 11 月 6 日および令和 8 年 3 月 2 日に経済産業省・国土交通省が共同

で開催した「自動運転レベル 4 等先進モビリティサービス研究開発・社会実証プ

ロジェクト（Road to L4）」に参画した。本プロジェクトでは、2021 年度から 2025

年度までの 5 年間、自動運転サービスに関し、歩行者や一般車両等が混在する空

間における信号機との協調型システム等の検証を行った。日本バス協会は、本プ

ロジェクトに関し、自動運転に係る進捗状況について会員事業者へ情報提供を行

った。 

なお、日本バス協会では、自動運転バスの実証実験を行っている事業者を中心

に自動運転検討会を立ち上げ、令和 7 年 5 月 29 日および 12 月 15 日に開催した。

また、検討会の下部組織として自動運転ワーキンググループを設置し、同年 10

月 7 日および令和 8 年 3 月 16 日に開催した。検討会およびワーキンググループ

では、全国各地で行われている実証実験で生じた課題について、意見交換を行っ

た。 

また、令和 8 年 1 月 22 日に国土交通省が国土交通大臣を本部長とする「自動

運転社会実現本部」を設置し、令和 8 年 3 月 17 日にその傘下にある自動運転ワ

ーキンググループにおいて、日本バス協会へのヒアリングが行われ、自動運転検

討会およびワーキンググループで明らかになった自動運転バス実現に向けた課

題を報告した。 

そのほかにも、国に対しては、バス事業者に向けた自動運転関連予算の拡充お

よびメリハリのある執行を要望し、その結果、令和 7 年度補正予算において予算

が大幅拡充された。 

 

(3) 令和 6 年度乗合バス事業の輸送実績と収支状況 

国土交通省が 11 月に公表した令和 6 年度乗合バス事業の収支状況（保有車両

数 30 台以上の 215 者対象）によると、輸送人員は 34 億 2 千 2 百万人で対前年度

比 0.7％の減少（コロナ前：平成 30 年度の輸送人員 40 億 6 百万人と比較すると

14.6％減少）となった。このうち、大都市部（三大都市圏）は 24 億 3 百万人、

対前年度比 1.3％増（平成 30 年度 26 億 9 千 5 百万人と比較すると 10.8％減）、

その他地域は 10 億 1 千 9 百万人、対前年度比 5.1％減（平成 30 年度 13 億 1 千 1

百万人と比較すると 22.3％減）となっている。収入は全体で 6,959 億円、対前年

度比 2.5％増（平成 30 年度 7,356 億円と比較すると 5.4％減）、大都市部は 4,568

億円、対前年度比 4.0％増（平成 30 年度 4,615 億円と比較すると 1.0％減）、そ

の他地域は 2,390 億円、対前年度比 0.2％減（平成 30 年度 2,742 億円と比較する
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と 12.8％減）となっている。経常収支率は全体で 92.1％と前年から 0.6 ポイン

ト上昇（平成 30 年度 95.1％と比較すると 3.0 ポイント下降）しており、各事業

者の運賃改定等、努力の効果もあると考えられる。地域別では、大都市部は 99.2％、

その他地域も 81.1％と前年度より改善しているものの、依然として厳しい状況が

続いている。 

 

(4) 運賃委員会の開催 

6 月 27 日に運賃委員会を開催した。委員会では国土交通省物流・自動車局の村

田総括より、運賃改定の現状およびバス事業におけるキャッシュレス化の推進に

ついて説明があり、それぞれ質疑応答を行った。また、事前に各委員より寄せら

れた、運賃制度に関する質問・意見等について、事務局より説明し、国土交通省

より回答がなされた。その後、事務局より外国人バス運転者の受入れ及びそれに

係る費用について説明及び質問し、バス運転者の受入れに係る費用が運賃改定に

盛り込めること等について、国土交通省より回答がなされた。 

 

(5) 都市交通・地方交通・税制対策合同委員会の開催 

都市交通・地方交通・税制対策合同委員会を 7 月 25 日に開催し、国土交通省

物流・自動車局旅客課の西山総括よりバス事業の現状、運賃改定の実施状況、完

全キャッシュレスバスの実現に向けた対応、外国人ドライバーの活用に向けた対

応等について説明があり、質疑応答を行った。また、令和 8 年度予算及び税制要

望書について取りまとめ、即日、関係省庁に要望活動を行った。 

さらに、令和 8 年 3 月 5 日にも合同委員会を開催し、国土交通省物流・自動車

局旅客課の重田旅客課長、西山総括より、令和 7 年度補正予算、令和 8 年度予算

及び令和 8 年度税制改正の結果や進捗状況、運賃改定、完全キャッシュレスバス

や自動運転の状況等についての説明が行われた。また、国土交通省総合政策局モ

ビリティサービス推進課の星課長より、地域公共交通部会の取りまとめの内容や、

地域交通法の改正についての説明があり、それぞれについて質疑応答を行った。 

 

(6) 高速バス委員会及び高速バス関係 

① 従前より高速バス委員会にて、国土交通省に対し要望を続けていた「運行基

準図の簡略化」と「満席時のショートカット運行」について、以下のとおり認

められ所要の改正が行われた。 

・運行基準図の簡略化に関して、8 月 7 日に「旅客自動車運送事業運輸規則の

解釈及び運用について」一部改正通達により、乗合バスにおける運行基準図

の記載については、「映像、画像及び地図を用いることができる」、「運行基

準図の作成、備えについて、書面又は電磁的方法いずれでも差し支えない」、

「運行基準図における主なこう配、曲線半径、幅員及び路面の状態の記載に

ついて、乗務する運転者等に対し指導すべき特に注意を要する箇所とする」

と明記された。 

・満席時のショートカット運行に関して、8 月 29 日に「高速バス等の効率的な
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運行に係る道路運送法上の取扱いについて」通達により、高速バスや空港ア

クセスバスにおいては、出発地点において満員の場合、後続便の追加運行を

条件に途中停留所の通過（ショートカット運行）が認められた。 

② 令和 8 年 3 月 25 日に高速バス委員会を開催した。国土交通省道路局企画課

の青木企画専門官より、特定車両停留施設に停留できる車両の追加に関する省

令改正予定の内容について説明があり、質疑応答を行った。さらに、新潟県交

通政策局、ジェイアールバス関東と名鉄バスより、高速バスに関連した取組み

の発表があり、情報共有及び意見交換を行った。 

③ 高速道路を路線バスが回送運行する際、通常料金が課されているが、かねて

から回送運行についても路線バス割引が適用されるよう要望していたところ、

7 月 1 日より首都高速道路、9 月 1 日より阪神高速道路が、それぞれ ETC 使用

時に割引が適用される制度変更が実施された。 

首都高速道路は令和 8 年 10 月から料金値上げを予定するとの意見照会（パ

ブリックコメント）があり、日本バス協会として値上げ案に反対するとともに

公共性を鑑み、大口・多頻度割引等を拡充することで、バス事業者の現状負担

額の維持を強く要望した。 

 

(7) 交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会への参画 

国土交通省では、全国各地の「交通空白」解消を進めるべく、令和 6 年 7 月に

「交通空白」解消本部を設置し、令和 7 年度から 9 年度を「交通空白解消・集中

対策期間」としたうえで、「取組方針 2025」が定められた。この方針に基づき、

新たな制度的枠組みの構築に向けた議論を進めるため、昨年 6 月から 12 月にか

けて、交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会が 4 回開催された。日本

バス協会からは、田端地方交通委員長が業界の代表としてオブザーバーで参加し、

バス事業の厳しい現状を訴えるとともに、地域の交通を守っている事業者に寄り

添った、丁寧な制度設計や支援が必要である旨をその都度発言した。12 月 26 日

に当該部会の議論を踏まえたとりまとめがなされた。 

 

 

４．貸切バス事業について 

 

(1) 軽井沢スキーバス事故を受けての安全対策の推進 

11 月 10 日に「第 10 回軽井沢スキーバス事故対策フォローアップ会合」が開催

され、清水会長が出席した。清水会長からは、来年は事故から 10 年という節目

にあたり、バス業界として改めて安全・安心を全てに優先すると強い決意を述べ

るとともに、国と適正化センターが連携することで悪質事業者を退出させること

が重要であると国へ要望した。また、貸切バス事業者安全性評価認定制度につい

て、「軽井沢スキーバス事故対策検討委員会フォロー会合」での委員からの意見

もあり、令和 7 年度の申請より三ツ星制度から五ツ星制度に評価基準を変更する

とともに、審査内容も大幅に厳格化し、安心して貸切バスを選んでいただける制
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度としたことを説明し、この悲惨な事故が風化しないように、バス業界が一丸と

なって取組みを一層推し進め、事故の再発防止に向けて努力を続けていくと決意

を述べた。 

今後は、軽井沢バス事故から 10 年を機に、同事故のフォローアップを実施し

てきた本会議に代えて、次年度より「貸切バス安全対策協議会（仮称）」が設置

（年に一回程度開催）されるとともに、同協議会の下に実務者会合が設置され、

具体的な議論が実施されることになった。 

なお、1 月 15 日には長野県軽井沢町役場で「第 6 回安全・安心なバス運行を誓

う集い」が開催され、日本バス協会からは清水会長が出席し、「このような事故

を決して繰り返さないよう、安全を最優先に業界一丸となって再発防止と安全対

策の徹底に取り組んでいく」、また、「日本バス協会として 1 月 15 日を『誓いの

日』と位置づけ、この事故を風化させない」と述べた後、出席された遺族の方々

と意見交換を行った。 

 

(2) 運賃・料金制度の見直しへの対応 

令和 7 年度は、2 年に 1 度の貸切バスの運賃・料金の見直しの年にあたるため、

6 月から 7 月の間で貸切バス事業者に対して要素別原価調査が実施された。その

後、9 月 22 日に「貸切バスの運賃・料金制度ワーキンググループ」フォローアッ

プ会合が開催され、調査の結果を踏まえた見直しに関する議論が行われた。令和

7 年度より、運転者不足対策として、運転者の待遇改善のためにブロック別の全

産業平均給与を運賃算出に用いた見直しが行われ、9 月 26 日に国土交通省より新

たな運賃が公示され、11 月 1 日以降の受注から全ての事業者で新たな運賃が実施

されている。今後も、日本バス協会の貸切委員会や貸切小委員会において、フォ

ローアップ会合で検討される項目について議論を行い、事業者の意見をフォロー

アップ会合へ伝えていく。 

また、日本バス協会として、貸切バス事業者が確実に適正な運賃・料金を収受

するよう、国土交通省へは監査や貸切バス適正化機関による巡回指導において、

下限割れ等の制度を無視するような悪質事業者を厳しく取り締まってもらうよ

う、引き続き要請していく。 

 

(3) 事業許可の更新制と貸切バス適正化機関による巡回指導 

平成 29 年度に貸切バス事業許可の更新制度が始まってから令和 6 年度末まで

に更新期限を迎えた事業者累計 5,895 者のうち 972 者（16.5％）が退出、更新を

許可された事業者が 4,600 者、審査中の事業者が 323 者である。なお、退出した

事業者のうち、日本バス協会会員は 247 者（25.4％）、非会員は 725 者（74.6％）

であり、大多数が非会員事業者である。 

また、平成 29 年度から、貸切バス事業者に対し貸切バス適正化機関が巡回指

導業務を実施している。令和 6 年度は全国で 2,977 件指導し、このうち、34 件に

ついて、運輸局へ通報している。令和 7 年度は、全国で 3,360 件の巡回指導を実

施する予定。このうち、693 件（20.6％）は地方バス協会が貸切バス適正化機関
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からの委託を受けてバス協会会員に対する指導を行うこととなっている。 

貸切バス適正化機関の巡回指導業務は、国の監査を補完する位置づけであるた

め、引き続き国の指導の下、監査との連携を強化するとともに、効率的で適正な

業務執行に努めて、貸切バス事業の適正化を進めることを強く要望していく。 

 

(4) 貸切バス事業の経営状況 

12 月に日本バス協会が取りまとめた、令和 6 年度の貸切バス事業の経営状況

（404 社対象）は、調査対象事業者合計で経常収入は 1,592 億円、経常費用は 1,307

億円、経常損益は 222 億円の黒字で、経常収支率は前年度より上回り 117％（前

年度は 110.7％）の水準となった。これは、運賃・料金制度が令和 5 年 10 月に見

直され、基準運賃が 10％ほど上昇した影響やメーカーによる新車の生産中止の影

響が続いていることで車両の代替えを進めづらいこともあり、減価償却費が低い

状況となっていること等が営業収支を押し上げる要因となっている。黒字事業者

は全体の 84.9％の 343 社、赤字事業者は 15.1％の 61 社である。令和 6 年度の実

働日車当たりの営業収入は 99,669 円であり、前年度の 86,542 円より 15.2％上が

っている。支出では、人件費の原価に占める割合が 46.1％で、燃料油脂費の原価

に占める割合は 7.5％と、社会情勢の影響による燃料高騰により年々上昇してい

るが、政府の燃料の補助金の影響もあり、前年度から 0.6 ポイント低下している。 

 

(5) 貸切委員会の開催 

令和 7 年度は、貸切委員会を 10 月 7 日、3 月 11 日に開催した。10 月 7 日の委

員会では、国土交通省より、9 月に公示された新たな運賃・料金について説明が

あり、意見交換を行った。その後、宮本委員長より、貸切小委員会の活動状況に

ついて報告があった。3 月 11 日の委員会では、国土交通省より「第 10 回 軽井沢

スキーバス事故対策フォローアップ会議について」と「最近の貸切バス事業の情

勢について」の説明があり、意見交換を行った後、宮本委員長より、貸切小委員

会の活動状況について報告があり、続いて佐久間座長より 1 月 30 日に開催した

中小貸切事業者専門部会について報告した。 

今後も貸切委員会にて、貸切小委員会で議論した内容を報告するとともに、検

討した内容を議論し、運賃制度等の貸切バスの課題について検討していく。 

 

(6) 貸切小委員会の開催 

貸切バスの課題への対応について、貸切小委員会を原則毎月開催している。な

お、貸切小委員会には国土交通省物流・自動車局より旅客課長、安全政策課長は

じめ行政関係者に出席を得ている。 

令和 7 年度は貸切小委員会を 4 月 8 日、5 月 13 日、7 月 1 日、7 月 16 日、8 月

5 日、9 月 9 日と開催し、「次回の公示運賃・料金見直し」や「貸切バスの安全コ

スト」、「旅行業者と貸切バス事業者との手数料等の取引」等の貸切バスの運賃・

料金制度を中心に議論を行った。 

11 月以降については、ガイド料等の実費の取り扱いについて、11 月 4 日に貸
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切バスの安全コスト検討会とガイドの取り扱い検討会にて議論を行った。その後、

11 月 18 日に貸切小委員会を開催し、11 月 4 日の安全コスト・ガイドの検討会で

議論された内容について議論を行った。ガイドの取り扱いについては、12 月に会

員事業者に対してガイド料のアンケートを行ったうえで、1 月 13 日にガイドの取

り扱い検討会を開催して検討会の考え方を取りまとめ、1 月 20 日の貸切小委員会

を開催して議論を行い貸切小委員会の見解を国土交通省へ伝えた。3 月 11 日に開

催した貸切小委員会において、国土交通省より、ガイド料の取り扱いを含む実費

の取り扱いについての見解が示された。令和 8 年度においても、業界の抱える課

題について議論を行い対応していく。 

 

(7) 中小貸切事業者専門部会の開催 

1 月 30 日に中小貸切事業者専門部会を開催した。国土交通省物流・自動車局旅

客課より「最近の貸切バス事業の情勢について」説明があり、意見交換を行った。

その後、宮本委員長より貸切小委員会の活動報告をし、最後に、各委員より各地

域の状況について報告があった。主な意見は以下のとおり。 

・運賃は上がったが、遠足がバスを利用しないで現地集合となったり、修学旅

行がバス移動からタクシー移動に変更になったりしている。 

・自治体は入札で、運賃を下げるために特定輸送を条件とする動きがある。 

・国には、訪日外国人の臨時営業区域特例の活用状況を分析してほしい。 

・人手不足で外国人運転者の採用を進めているが、外免切替が難しくなってい

る。 

・運転者不足が深刻で稼働が下がっている。 

・オフ時期、働く意欲のある運転者のモチベーションを保つのが難しい。 

・土日の稼働が下がっている。地元発の観光、学生の部活の輸送がなくなった。 

 

(8) 貸切バス事業者安全性評価認定制度について 

令和 7 年度は前年度と同様、4 月中に申請を受け付け、新規申請事業者は 9 月

に、更新事業者は 12 月にそれぞれ認定を行った。 

6 月 23 日に第 1 回貸切バス事業者安全性評価認定委員会を開催し、令和 7 年度

の申請事業者数等の報告を行った。令和 7 年度の申請者数は 921 者（新規申請事

業者 127 者、更新申請事業者 794 者）で、申請事業者の合計保有車両数について

は 15,795 両（新規申請事業者 1,664 両、更新申請事業者 14,131 両）と、前年度

（14,676 両）から 1,119 両増加している。 

新規申請については、9 月 25 日の第 2 回貸切バス事業者安全性評価認定委員会

において 86 者の認定を行った。また更新申請事業者については、12 月 23 日の第

3 回貸切バス事業者安全性評価認定委員会において、683 者の認定を行った。こ

れにより令和 7 年 12 月末現在の全認定事業者は 1,969 者、対象車両は 32,934 両

となった。会員事業者の 78.2％、車両数の 88.8％が認定を受けており、非会員

を含めると、貸切バス事業者の 58.3％、車両数では 77.0％が認定を受けている。 

令和 7 年度の申請事業者から、新たな基準で審査を行い、12 月に認定された更
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新事業者の中から、新たに四ツ星の事業者が誕生している。また、令和 7 年度に

認定を受けた事業者から新たなセーフティバスマークを交付している。これから

も適時、審査内容等の見直しを行い、貸切バス事業がより一層、安心・安全で利

用者に信頼されるよう図っていく。 

 

 

５．労務関係について 

 

(1) 産業別最低賃金 

令和 7 年 3 月 6 日、日本私鉄労働組合総連合会（私鉄総連）とバス事業最賃問

題研究会（委任状提出事業者 98 者）との間で、産業別最低賃金にかかる第 1 回

目の交渉を皮切りに、使用者側は全国各地のバス事業者が厳しい経営状況から抜

け出すことができない現状等を粘り強く訴え、交渉を重ねた結果、令和 7 年度の

産業別最低賃金の協定額は、令和 6 年度地域別最低賃金の最低水準額 156,400 円

を 9,400 円上回る 165,800 円で合意に至り、令和 7 年 6 月 20 日に本調印が行わ

れた。 

他方、政府は、令和 7 年 6 月 13 日、「経済財政運営と改革の基本方針 2025」

を閣議決定し、「最低賃金を着実に引き上げ、2020 年代に全国平均 1,500 円とい

う高い目標に向かってたゆまぬ努力を続ける。」としたことを受け、厚生労働大

臣の諮問機関である中央最低賃金審議会の小委員会は、令和 7 年 8 月 4 日、令和

7 年度の最低賃金の引き上げ額の目安を、昨年度の 51 円を上回り、過去最高額と

なる全国平均で 63 円に決定した。 

なお、令和 7 年度地域別最低賃金の改定額（全国加重平均 1,121 円）を月額換

算すると、全ての都道府県で私鉄総連との令和 7 年度産業別最低賃金の協定額を

上回ることから、バス事業最賃問題研究会の各会員事業者に対して、産業別最低

賃金額の変更を通知した。 

 

(2) 2026（令和 8）年春闘情勢 

連合は、令和 7 年 11 月 28 日に 2026 春季生活闘争方針を確定し、賃上げ分 3％

以上、定昇相当分を含め 5％以上の要求水準とした。私鉄総連は、令和 7 年 12 月

2 日の第 2 回中央委員会において「26 春闘職場討議案」を提起し、月例賃金は定

昇相当分 2％プラスベア分として 15,600 円引き上げること、産業別最低賃金要求

は 2025年度地域別最低賃金プラス 10％とすることなどを決定した。交通労連は、

令和 7 年 1 月 16 日の第 1 回中央委員会において、定昇相当分 4.5％（10,700 円）

プラスアルファ 2.0％（4,700 円）を決定した。経団連は、春季労使交渉・協議

における経営側の基本スタンスや雇用・労働分野に関する経団連の基本的な考え

方として、「インフレが続くなか、物価上昇率を上回る賃金の伸びが社会的に求

められているとし、基本給を底上げするベースアップ（ベア）実施の検討を賃金

交渉におけるスタンダードとして位置づける。」と明記した。 

バス事業における令和 8 年春季労使交渉に係る基本方針案については、労働問
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題研究会において、バス事業の置かれている危機的状況を考慮のうえ検討し、令

和 8 年 3 月 6 日の労務委員会に諮り、了承された。今年の春季労使交渉の結果（令

和 8 年 4 月 10 日までの報告）については、妥結した事業者は 124 者（前年同期

125 者）であり、そのうち 121 者（97.6％）が賃上げを行っている。妥結額をみ

ると、5,000 円以上の賃上げを行った事業者は 98 者（83.1%）であり、平均賃上

げ額は 10,095 円、賃上げ率は 4.04％であり、前年同期（10,686 円、4.46％）と

比較すると、金額で 591 円、賃上げ率で 0.42 ポイントの減少となっているがコ

ロナ後の賃上げ率は 4.07％（令和 6 年）、4.46％（令和 7 年）、4.04％（令和 8 年）

となっている。また、年間臨時給（賞与）については、前年より増月（額）が 29

者（25.4％）であり、前年（36.3％）より減少している。 

 

(3) 労務委員会の開催 

令和 7 年 12 月 5 日に第 153 回労務委員会を開催し、バス運転士不足対策（業

界 PR 動画の制作、バス運転士就職説明情報の一元化、キャリアバスの進捗状況、

退職自衛官の採用状況調査の実施、外国人バス運転士の受入れ状況等）、カスタ

マーハラスメント対策の最新の動き、働きやすい職場認証制度の認証状況につい

て、説明・報告を行った。 

令和 8 年 3 月 6 日には第 154 回労務委員会を開催し、春闘情勢（組合の動向）

を報告するとともに、2026 年春季労使交渉にあたっての基本方針（案）について

説明し、了承された。そのほか、改善基準告示に関する要望、外国人バス運転士

の日本語能力要件緩和関係（国土交通省告示の改正状況、事業者向けガイドライ

ン案等）、国内人材確保に向けた取組み（バス事業者とスポーツチームとの連携

事例）等について説明・報告を行った。 

 

(4) 労働問題研究会の開催 

第 154 回労務委員会に先駆けて、令和 8 年 2 月 10 日、労働問題研究会を開催

した。事務局より、2026 年春季労使交渉にあたっての基本方針（案）について説

明し、了承を得た。なお本案は、同年 3 月 6 日に開催された第 154 回労務委員会

に諮り了承された。そのほか、令和 7 年度補正予算（国土交通省）の概要、改善

基準告示施行後の状況、人材確保に向けた PR 動画の制作、バス運転士（国内人

材）確保に向けた取組みについてそれぞれ説明し、意見交換を行った。 

 

(5) カスタマーハラスメント対策 

日本バス協会では、バス業界のカスタマーハラスメント（カスハラ）撲滅に向

け、バス利用者を含めた社会の理解を促進させる目的から、令和 6 年度に制作し

たポスター（第 1 弾～第 3 弾）に続き、令和 7 年度は、5 月 30 日に第 4 弾「乗る

から開けて」編、8 月 25 日に第 5 弾「ちょっとくらい待て、なんで遅れるんだ」

編、10 月 30 日に第 6 弾「運賃返せよ」編を制作・公表し、関係各所に配布した。

そのほか、7 月には、バス業界におけるカスハラ対策に係る調査を実施し、12 月

に開催した労務委員会に結果を報告した。調査結果では、カスハラ対策の取組方
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針を制定している事業者数割合が 2 割から 5 割と増加するなど、一定の効果が現

れている。 

 

(6) 令和 7 年度バス事業賃金、労働時間等実態調査の実施 

日本バス協会では、令和 8 年 3 月 6 日、令和 7 年度のバス事業賃金、労働時間

等実態調査の結果を取りまとめた。調査は、車両数 10 両以上を保有する会員事

業者 1,409 者を対象に実施し、750 者（回答率 53.2％）から回答を得た。主な調

査結果としては、平均賃上げ額（月額）と賃上げ率は 9,298 円、3.96％となり、

昨年の 9,516 円、4.14％から金額で 218 円、賃上げ率で 0.18 ポイントの減少と

なっているがコロナ後の賃上げ率は 2.31％（令和 5年）、4.14％（令和 6年）、3.96％

（令和 7 年）となっている。賃上げ額の金額階層では、「5,000 円～9,999 円」が

27.2％と最も多く、次いで「5,000 円未満」24.5％、「賃上げゼロ」18.7％、「10,000

円～14,999 円」16.3％、「15,000 円～19,999 円」8.2％、「20,000 円以上」5.1％

の結果となった。 

 

(7) 「働きやすい職場認証制度」の活用促進 

認証実施団体である一般財団法人日本海事協会によると、令和 7 年中に認証を

申請したバス事業者は 233 者であり、内訳は一つ星が 193 者、二つ星が 37 者、

三つ星が 3 者であった。なお、令和 7 年度から二つ星認証の申請と一つ星認証の

申請については通年化されることとなった。 

令和 8年 4月 20日時点で既に認証を取得しているバス事業者は 463者であり、

このうち日本バス協会会員は 414 者、全会員事業者（2,227 者）に占める認定取

得事業者の割合は 18.6％となっている。 

 

(8) 国内人材の確保に向けた取組み 

新たな人材の発掘を目指し、バス事業者とプロサッカーチームが業務提携（前

者：スポンサー契約・後者：選手を運転士として派遣）してバス運行が行なわれ

ている事例を取材し、提携のきっかけや効果等について、労務委員会等を通じて

情報共有を行った。その後、他地域では、プロバスケットボールチームとの連携

を模索する事業者も出てきており、こうした好事例が全国に伝播するよう、さら

なる情報収集や他のスポーツ団体へのアプローチも進めていく。そのほか、地方

部のバス路線の確保が図られるよう、移住制度を活用したバス運転士の確保方策

（移住先の職業としてバス運転士を選択）についても、関係機関や自治体担当部

署に対して協力を求めていく。 

 

 

６．安全対策の推進 

 

(1) 安全輸送決議の採択 

日本バス協会では、「バス再興 10 年ビジョン」（令和 6 年 9 月策定）において、
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「安全安心なバスの実現」を第一の柱に位置付けており、令和 7 年 6 月 13 日に開

催した総会において、バス事業者として安全・安心がすべてに優先するとの決意

をもって、法令遵守はもとより、バスの安全運行を図るため、新たな安全規制へ

の効果的な推進に努めるべく、全 10 項目にわたる「安全輸送決議」を採択し、年

間を通して取組みの強化・徹底を図った。 

 

(2) 「バス事業における総合安全プラン 2025」に係る取組み 

日本バス協会では、国土交通省が令和 3 年 3 月にとりまとめた「事業用自動車

総合安全プラン 2025」に基づき、同年 6 月、「バス事業における総合安全プラン

2025」を策定しており、同プランの最終年度となる令和 7 年度においては、主に

以下の対策を実施した。 

① 働き方改革の推進 

令和 6 年 4 月の改正「改善基準告示」の施行を受けて策定した「バス事業に

おける働き方改革に向けたアクションプラン」に基づき、時間外労働の改善に

取り組むとともに、個々の運転士の健康状態を把握した確実な点呼を実施する

ことにより、睡眠不足等のチェックや過労運転等の防止について周知徹底を図

った。 

② 飲酒運転の根絶 

関係法令等の改正を受け、令和 6 年 9 月に改正した「飲酒運転防止対策マニ

ュアル」の周知徹底を図るとともに、令和 7 年 9 月の「秋の全国交通安全運動」

にあわせて「飲酒運転防止週間」を展開し、先のマニュアルの実施状況点検等

に取り組んだ。 

③ 先進安全技術の更なる普及 

運転士の健康起因事故等のリスク軽減を図るため、衝突被害軽減ブレーキ、

ドライバー異常時対応システム（EDSS）等の ASV 装置、デジタルタコグラフや

画像データ保存・測定結果数値表示機能を有するアルコール検知器等の導入を

推進した。 

また、急増する外国人旅行者への周知を図るべく、タイ語やベトナム語を含

む 6 か国語に対応した貸切・高速バス用の EDSS 案内チラシを作成し、周知徹底

を図った。 

④ 車内事故防止対策 

令和 7 年 7 月、日本バス協会、各都道府県バス協会、会員事業者が連携し、

車内事故防止キャンペーンを全国展開した。乗合バスについては「ゆとりの乗

降」の啓発と「ゆとり運転」の励行、貸切バス等については「乗客のシートベ

ルトの着用案内」の徹底を図るとともに、ポスターやチラシを作成し、バス利

用者や一般ドライバーへの啓発活動に取り組んだ。 

⑤ 健康に起因する事故の増加への対応 

「睡眠時無呼吸症候群対策」「脳血管疾患対策」「心臓疾患・大血管疾患対策」

「視野障害対策」等について国土交通省作成のマニュアルやガイドラインの周

知徹底を図るとともに、健康診断の受診を徹底し、運転士と日頃からコミュニ



18 

 

ケーションを図り、個々の健康状態を把握した点呼の実施により、健康に起因

する事故防止に努めるよう周知した。 

⑥ 大型車の点検・整備 

自動車の安全確保のための予防的な点検・整備が確実に実施されるよう、国

土交通省の「自動車点検整備推進運動」にあわせて重点点検項目の周知徹底を

図った。 

⑦ 運輸安全マネジメント制度を通じた事業者の安全体質の強化 

各都道府県バス協会において、運輸安全マネジメント講習会を計 54 回開催し、

具体的な取組方法を紹介するなど、事業者の安全体質の強化に取り組んだ。 

⑧ 初任・経験不足運転者等への適切な指導・監督 

国土交通省が令和 6 年 3 月に改訂した「自動車運送事業者が事業用自動車の

運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュアル」の周知徹底を図

るとともに、同省が令和 6 年に関東地方の貸切バス事業者に対して実施した「外

部研修を活用した運転者教育の効果実証」について、令和 7 年度では地域が全

国へ拡大されたことを受け、より多くの会員貸切バス事業者の受講を促進すべ

く周知を図った。 

 

(3) 「バス事業における総合安全プラン 2030」の策定 

日本バス協会では、国土交通省がとりまとめた「事業用自動車総合安全プラ

ン 2030」（目標期間：令和 8 年度～令和 12 年度）にあわせて、令和 8 年 3 月、

安全輸送委員会において「バス事業における総合安全プラン 2030」を策定した。

新プランでは、とりわけ旧プランで目標値を大きく上回った乗合バスの車内事

故の件数削減を重点目標に掲げ、取組みを強化する。 

なお、先の「事業用自動車総合安全プラン 2030」については、毎年 PDCA サ

イクルに沿ったチェックが行われることから、「バス事業における総合安全プラ

ン 2030」においても国と連携し、各種取組みの効果検証等を実施しながら、必

要に応じて取組内容のブラッシュアップを図っていく。 

 

 

７．バリアフリー対策の推進 

 

(1) バリアフリー車両の普及促進 

国が定めた令和 7 年度末を期日とする第 3 次整備目標については、令和 6 年度

末時点で、ノンステップバスが導入目標 80％に対して 72.1％、空港アクセスバ

スが導入目標 50％に対して 40％となっている。 

こうした達成状況を踏まえ、日本バス協会では、高速バス・空港アクセスバス・

貸切バスを含め、令和 7 年 6 月 27 日に国が定めた第 4 次目標（ノンステップバ

ス 90％、空港アクセスバス 60％）の実現に向け、実態に即した実効性のあるバ

リアフリー化を進める観点から、引き続き国土交通省との調整を図るとともに、

支援措置等を要望した。 
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８．環境対策の推進について 

 

(1) CO2 削減計画と進捗状況 

令和 7 年 7 月 28 日に日本バス協会では、環境対策委員会を開催し「バス事業

における低炭素社会実行計画」に基づく CO2 削減状況の報告を行った。平成 29

年 11 月開催の環境対策委員会において決定した計画では、2030 年度を中間目標

年次とし、実車キロ当たりの CO2 の排出量（燃料消費量）を、2015 年度に比べ 6％

改善することとしているが、7 月の報告では 2023 年度は 2015 年度に比べ 9.0％

増加した。今後も改善に向けた取組みを一層進めていく。 

 

(2) 環境対策の取組み 

① エコドライブの取組み 

7 月開催の環境対策委員会では、引き続き以下の重点実施事項に取り組むこ

ととした。 

１ アイドリングストップの励行 

２ 急発進、急加速の防止 

３ 速度に適したギアでの走行、適応ギアへの早めのシフトチェンジ 

４ 点検整備の確実な励行 

５ 燃料使用状況の適切な管理 

② 環境対策強化期間等の取組み 

環境対策委員会では、例年 9 月の自動車点検整備推進運動と 11 月のエコド

ライブ強化月間を「バスの環境対策強化月間」として環境対策に取り組むよう、

会員事業者への協力依頼を図った。この他、バス事業の環境保全活動を進める

ため、公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団が進めているバス事業の

グリーン経営認証制度の周知及び普及に努めた。 

③ カーボンニュートラル 

令和 2 年 10 月に国は「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、「経済と環

境の好循環」（グリーン成長戦略）を定めた。バス業界としてもその方針に沿

い環境にやさしい EV バス等の導入を進めており、導入を図るべく補助額につ

いて大幅な増額を要望し、令和 7 年度補正予算で環境省、経済産業省、国土交

通省連携事業である商用車の電動化促進事業に約 300 億円の予算が確保された。 

合成燃料については、令和 7 年 11 月に経済産業省が設置した「次世代燃料

の導入促進に向けた官民協議会」に参画し次世代燃料の早期社会実装等の進捗

状況について、会員事業者へ情報共有を行った。 

また、次世代大型車における脱炭素化・排出ガス低減等の環境技術開発の促

進や必要な基準の整備を目的とした国土交通省及び自動車メーカーによる検

討会に参加し、日本バス協会の委員会を基に会員事業者から寄せられた課題に

ついて意見交換等を行った。 
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９．車両技術関係の取組みについて 

 

(1) 整備技術の向上等 

令和 7 年 4 月 23 日に日本バス協会では、中央技術委員会を開催し、中央技術

委員会幹事会及び整備分科会から 1 年間の活動状況の報告を行った。また、自動

運転や、EV バス車両の開発について、国主導による技術開発、普及のための積極

的な政策促進を要望した。 

また、2 月から 3 月に行ったキャッシュレス導入に関する技術面等の意識調査

について、集計結果の説明を行った。 

令和 7 年 10 月 30 日に日本バス協会では、「第 72 回中央技術委員会全国大会」

を開催し、発明考案の部では、銀賞 1 作品、銅賞 3 作品、努力賞 5 作品の表彰を

行った後、業務報告 5 件、特別講演 1 件を行った。 

 

(2) バス車両の改善 

令和 6 年 12 月 16 日に日本バス協会から改善要望調査を行い、全国のバス事業

者から寄せられた整備性・耐久性の向上、使用上の不具合等に関する 373 件の改

善要望を、バスメーカー毎の小委員会において協議し、各メーカーから回答され

た。 

令和 7 年 8 月 27 日に日本バス協会は、「第 68 回中央技術委員会バス改善要望

全国会議」を開催し、主な内容としては、三菱ふそうトラック・バス 8 件、日野

自動車 8 件、いすゞ自動車 8 件のバス事業者の改善要望に対する結果について発

表を行い、情報共有を行った。 

 

 

１０．令和７年度の予算・税制要望について 

 

(1) 令和 7 年 7 月 25 日開催の都市交通・地方交通・税制対策合同委員会他におい

て、7 年度の補正予算、8 年度の予算及び税制要望を取りまとめ、関係委員長等

にて関係方面へ要望活動を行った。 

9 月 10 日：自民党バス議員連盟、 

9 月 11 日：公明党バス振興議員懇談会 

11 月 12 日：自民党予算・税制等に関する政策懇談会 

11 月 12 日：立憲民主党税制改正団体ヒアリング 

11 月 17 日：国民民主党税制対策委員会 

12 月 1 日：立憲民主党バス政策議員連盟総会 

 

重点要望の内容は、以下のとおり。 

＜予算関係重点要望＞ 

次世代のバス輸送の取組み支援の強化 

・自動運転バスの大幅拡充 
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・EV バス等関連予算の確保・拡充 

・完全キャッシュレスバス推進のための国の十分な支援 

 

＜税制関係重点要望＞ 

① EV バスへの免税・減税措置の拡充 

・自動車税種別割のグリーン化特例における 75％軽減措置を 5 年間に延長 

（現状：取得翌年度のみ 75％軽減） 

・自動車重量税のエコカー減税における免税措置を 5 年間に延長 

（現状：取得時および取得翌年度のみ免税） 

② 燃料課税の暫定税率の廃止等 

・暫定税率については、ガソリン税とともに軽油引取税についても廃止 

（1ℓ 当たり 17.1 円） 

・運輸事業振興助成交付金制度は継続を要望 

③ バス事業に係る特例措置の継続 

・自動車関係諸税の総合的な見直しにおいても、自動車税環境性能割に関係す

る現在の税制特例措置（バリアフリー特例、ASV 減税、条例バス特例）の継

続要望 

 

(2) 令和 7 年度補正予算（12 月 16 日成立） 

○「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開 

35,204 百万円（バス関係はこの内数） 

「交通空白」の解消に向けたデマンド交通・公共ライドシェア等の導入、事

業主体間の共同化・協業化も通じた地域の輸送資源のフル活用、システム標

準化等の地域交通 DX の推進、自動運転の事業化等に対し支援を実施 

○地域公共交通再構築事業（社会資本整備総合交付金） 

51,000 百万円（バス関係はこの内数） 

地方公共団体が、地域公共交通計画及び立地適正化計画その他のまちづく

り・観光計画において中長期的に必要なネットワーク（鉄道・バス路線）を

位置付けた場合に、ネットワーク形成に必要な施設整備等に関する地域の取

組みを支援 

○商用車等の電動化促進事業（EV バス、FCV バス等）環境省、経済産業省連携

事業 

30,000 百万円（バス関係はこの内数） 

車両及び充電設備の導入に対する補助を実施 

○高速道路料金の大口・多頻度割引の拡充措置の延長 

7,779 百万円（バス関係はこの内数） 

大口・多頻度割引の最大割引率を 40％から 50％へ拡充し延長（令和 9 年 3

月末まで）を実施  

○自動車運送業における人手不足対策支援について 

5,566 百万円 
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人材採用活動等・二種免許の取得支援等の実施 

○訪日外国人旅行者受入環境整備（観光庁予算） 

7,790 百万円（バス関係はこの内数） 

多言語対応、キャッシュレス決済の普及や、観光車両導入等の公共交通機関

における受入環境整備、誘客や周遊円滑化に向けた路線バス等の二次交通基

盤整備への支援等の実施 

 

(3) 令和 8 年度予算（12 月 26 日決定） 

○「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開 

20,560 百万円（バス関係はこの内数） 

地域公共交通の維持・確保等（幹線・地域内フィーダー系統の運行費等に対

する支援） 

○地域公共交通再構築事業（社会資本整備総合交付金） 

459,693 百万円（バス関係はこの内数） 

【再掲・省略】 

○自動車運送事業等の安全総合対策事業 

1,913 百万円（バス関係はこの内数） 

先進安全自動車（ASV）の導入支援、デジタルタコグラフ、ドライブレコー

ダーの導入支援、過労運転防止のための先進機器の導入支援、社内安全教育

の実施や健康起因事故防止を推進するための取組みに対する支援  

○地域一体となった持続可能な観光地域づくりの推進（観光庁予算） 

1,879 百万円（バス関係はこの内数） 

観光地の周遊円滑化に向けた二次交通の基盤整備や、入国から目的地までの

移動を円滑にするための交通サービスの受入環境整備への支援  

○東日本大震災の被災地の公共交通に対する支援（復興庁予算）  

134 百万円 

 

(4) 令和 8 年度税制改正（12 月 26 日決定） 

○軽油引取税の「当分の間税率」を令和 8 年 4 月 1 日に廃止 

○自動車税環境性能割を令和 8 年 3 月 31 日に廃止 

○自動車重量税のバリアフリー車両（ノンステップバス・リフト付きバス）に

係る特例措置を 3 年間延長（令和 11 年 3 月 31 日） 

○自動車税種別割についてグリーン化特例を 2年間延長（令和 10年 3月 31日） 

○自動車重量税のエコカー減税を燃費基準の達成度を引き上げた上で 2 年間延

長（令和 10 年 4 月 30 日） 

○自動車重量税の歩行者検知機能付き衝突被害軽減制動制御装置を装備した

バスに係る特例措置を 2 年 4 か月間延長（令和 10 年 8 月 31 日まで） 

○その他 

・電気バス等（EV、FCV 又は PHV）に係る自動車重量税の免税及び自動車税

の減税の拡充要望については、令和 9 年度以降の税制改正の検討項目とさ
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れた。 

・電気自動車に対する自動車重量税の課税強化が令和 9 年度に法制化される

こととなったが、日本バス協会として、営業用バスについては対象外とす

るよう強く要望し、地域公共交通の公共的な役割の重要性や、それを十分

に考慮した営自格差等を検討し、令和 9 年度以降の税制改正において結論

を得ることとされた。 

 

 

１１．運輸事業振興助成交付金事業の実施について 

 

(1) 運輸事業振興助成交付金事業（中央事業）の実施 

交付金運用特別委員会及び運輸事業振興助成交付金審議評価委員会の審議を

踏まえ、令和 7 年度事業計画に基づき、次のとおり事業を実施した。 

ア．バス輸送改善推進事業 

・喫緊の課題である「運転者人材確保対策事業」については、バス運転者の大

型二種免許取得養成助成事業において、申請が前年度を大幅に上回り、928

名に対し 9,262 万円の助成を行った。人材確保のための地方バス協会の取組

みでは、8 ブロック 29 件 1,030 万円の助成を行った。 

・バス輸送環境の改善に資するための「バス利用者施設等整備事業」について

は、バス IC カードシステム更新事業、バス停留所総合案内システム(デジタ

ルサイネージ導入)4 件、広域バスロケーションシステム、駅前バスターミナ

ル整備事業の計 7 件に助成を行いました。 

・環境対策を推進するとともに高齢者等を含めた利用者の利便及び安全性の向

上を促進するための「人と環境にやさしいバス普及事業」については、前年

度を大幅に上回る申請があったため、助成単価を減額調整したうえで、全体

で 1,463 両、2 億 4,168 万円の助成を行った。 

・厳しい経営状況下にある地方路線バス事業及び貸切バス事業のための「車両

更新(中古車購入)助成事業」については、申請が予算額を下回ったため助成

単価を調整せず 213 両、1,065 万円の助成を行った。 

イ．融資斡旋・利子補給事業 

バス事業者の経営安定化に資するため、融資斡旋・利子補給事業を実施した。

令和 7 年度は、交付金中央事業の見直しにより、新規での融資斡旋を停止する

こととしたことと設備投資が増加したため、融資斡旋対象額は 59 億 6,600 万

円と前年度に比べ 12 億 1,200 万円と大幅に増加した。利子補給額についても

2,390 万円と前年度より増加した。 

 

(2) 交付金事業の財源措置及び資金の運用管理について 

令和 7 年度は既に決定されていた運用管理方針に基づき、今年度満期償還を迎

えた債券等合計 35 億円のうち、12 億円を今後 5 ヶ年間の事業資金に充当するこ

ととし、バス輸送改善推進対策引当資産に振替を行った。また、残り 23 億円は
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次期 5 ヶ年計画以降分として、再運用した。今年度の事業実施分としての同引当

資産の取崩し額 4 億 3,149 万円は当年度満期償還された上記債券及び既存の定期

預金を充当した。 

 

(3) 都道府県バス協会における地方事業 

地方事業についても、関係法令に従い事業が適切かつ効果的に行われるよう、

積極的に情報提供等の支援を行った。なお、令和 7 年度運輸事業振興助成交付金

の都道府県協会への交付額（民営バス）は、合計で 11 億 2,248 万円であり、令

和 6 年度と比較すると 1,043 万円減少した。また、本来交付されるべき交付額が

実質的にカットされている府県は大阪府及び兵庫県の 2 団体となった。 

 

(4) 運輸事業振興助成法の改正等について 

令和 8 年 3 月 31 日、参議院本会議において「運輸事業の振興の助成に関する

法律の一部を改正する法律」が全会一致で可決・成立した。この法律は、軽油引

取税の暫定税率が定められたことに鑑み創設された運輸事業振興助成交付金(以

下、「交付金」という)について、軽油引取税の「当分の間税率」の廃止後におい

ても、現下の軽油を燃料とする自動車を用いて行われる運輸事業をめぐる状況に

鑑み、交付金を引き続き交付するもので、令和 13 年 3 月 31 日限りで効力を失う

こととされた。 

交付金制度については、現在交付を受けているバス業界及びトラック業界がそ

の継続を強く要望し、関係国会議員への働きかけを行ったことにより認められた

ものである。 

 

 

１２．総務関係 

 

(1) 会員事業者数の現況等 

11 月に会員名簿を全会員へ送付した。令和 7 年 10 月時点の事業者数等は以下

のとおり。 

① 事業者数：2,227 者（民営 2,206 者、公営 21 者） 

（兼業 834 者、乗合専業 72 者、貸切専業 1,297 者、特定専業 12 者、 

その他 12 者） 

前年に比べ 35 者の減少 

② バス車両数：92,645 両（乗合 55,338 両、貸切 33,643 両、特定 3,664 両） 

前年に比べ 533 両の減少 

 

(2) 会議の開催状況等 

日本バス協会定時総会を 6 月 13 日、臨時総会を 11 月 11 日に開催。理事会を 5

月 21 日、6 月 13 日、9 月 17 日、令和 8 年 1 月 16 日、3 月 18 日に開催した。 

また、令和 6 年に続き、全国バス事業者大会に代わり、「バス危機突破 総決
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起大会」を自由民主党本部にて 11 月 11 日に開催した。 

 

(3) 広報活動の推進 

ア．バス利用者向け WEB サイト「全国バス時刻表」の制作について 

利用者の利便性向上とバス利用促進を目的として、日本全国の路線バス・高

速バスの時刻表ページを都道府県別に集約したポータルサイトを協会 HP に公

開する。 

このサイトは、日常の通勤・通学から観光・ビジネス利用まで幅広いニーズ

に対応するもので、都道府県バス協会を通じて会員事業者の協力を得て、路線

バス約 400 件、高速バス約 250 件の時刻表 URL 情報を集約し、9 月 19 日に協会

HP へ掲載した。 

イ．ホームページの充実等 

日本バス協会ホームページにおいて、一般の方向けには、協会の活動情報や

バスに係る最新情報等の情報発信を行った。また、会員事業者向けには、関係

省庁から発信された通達等の情報を掲載する「省庁からの通達集」ページとメ

ール発信を連動させながら速やかな情報伝達に努めた。さらに、「日本のバス

事業」「バス月報」の発行や NBA メールマガジン配信により、協会の活動状況

や安全情報など会員の業務に役立つ情報提供の充実に努めた。 

ウ．バスの日の広報 

バスの日（9 月 20 日）を中心に、広く一般に向け、バスへの親しみと理解を

深めてもらうため、地方バス協会と連携して全国的な運動を展開し積極的に広

報活動に努めた。日本バス協会においては、「未来へつなぐ、地球にやさしい

バス」をキャッチコピーとして、「バスの日」ポスターを作成し、会員事業者

の乗合バス車内に掲出するなど広く PR を実施した。 

エ．その他の広報活動 

8 月 6 日、7 日の 2 日間にわたり、国土交通省の「こども霞が関見学デー」

に参加し、大勢の子供たちにヨーロピアンスタイルの 2 階建てバス「アストロ

メガ」に乗ってもらい、乗車体験を通じたバスの PR を行った。 

 

(4) バス事業関係表彰 

ア．日本バス協会会長表彰 

・優良バス運転者等に対する会長表彰（12 月実施 484 名） 

・観光バスガイドに対する会長褒賞（6 月実施 44 名） 

・技術に関する発明考案功労者に対する会長表彰（10 月実施 9 作品） 

・バス協会専従役職員永年勤続表彰（12 月実施 7 名） 

イ．自動車関係功労者国土交通大臣表彰（バス事業関係者） 

10 月 23 日、自動車関係功労者国土交通大臣表彰が行われ、バス関係では経

営者 4 名と運転者 44 名が受賞した。表彰式のあと、受賞者の方々を招き、日

本バス協会主催の祝賀会を開催した。 
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(5) 監査への対応 

日本バス協会の会計、財務内容については、永和監査法人に監査を依頼してい

るが、令和 7 年度の監査が 11 回行われ、特に指摘は受けていない。また、阿部

氏、鈴木氏、本田氏の 3 監事により決算及び業務の執行状況等についての監査が

昨年 12 月及び 5 月に行われ、特に指摘はなかった。 

 

令和 7 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34 条第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在

しないため、作成しない。 

 


